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学習院コンピュータシステム支援組織 2021年度活動報告書 
 
 

2021年度の支援業務及びアンケート調査の報告 
 

学習院コンピュータシステム支援組織 助教 渡邊 裕一 

学習院コンピュータシステム支援組織 助教 牧野 祥子 
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1. はじめに 
 

学習院コンピュータシステム支援組織（以下、支援組織とする）は、学習院大学計
算機センター（以下、計算機センターとする）と連携して、学習院全体の教職員の情
報通信技術（Information and Communication Technology, ICT）のスキル向上を目標とし、
教育、研究、業務における情報機器活用方法や操作方法の相談、ならびにトラブル対
応などを行っている。学習院全体を俯瞰してシステム設計などを遂行する「計算機セ
ンター」に対して、教職員一人ひとりを対象としたICT機器の利用相談窓口として機能
するのが「支援組織」である。また、教員に対して授業等におけるICTスキルの向上を
促すことで、一種の教育改善（Faculty Development, FD）活動 1も担っている。 

2021年度活動報告書では、1999年に発足した支援組織の成り立ちとその役割を2.で
紹介し、業務内容については3.から4.で述べる。また、2021年度に実施したアンケート
の結果とその分析を5.で述べる。最後に、総括として2021年度の振り返りと今後の支
援組織の課題等を6.で展開する。 
 
 
2. 活動背景と支援組織の役割 
 

2.1. 活動背景と展開 
1998年度、当時の文部省補正予算による補助金を利用して、学習院大学にはマルチ

メディア教室が40教室整備された。また、マルチメディア教材等のコンテンツ作成を
目的にマルチメディアLABが設置された。パソコン（PC）教育の低年齢化に伴い、小・
中・高等学校においてもPCが設置された教室が用意されたほか、事務部門も1999年度
より一人一台の体制が整った。設備が整う一方で、対処すべき問題も浮き彫りとなっ
た。具体的には、教室のICT設備導入に伴う機器の管理や、それらの機器を教職員が利

 
1 学習院大学ファカルティ・ディベロップメント推進委員会規程によれば、学習院大学における FDとは
「授業に関する技量及び教育効果を高めるための組織的かつ継続的な取り組みを行うこと等を通して教育
の内容及び方法の改善を図ること」とされる（平成 27（2015）年度「授業評価アンケート」報告書より一
部編集して引用）。 
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用して授業を実施するにあたっての支援が必要になった。そこで、教職員によるICT利
用にまつわる諸問題を解決するための組織として、1999年度に発足したのが支援組織
である。 

我が国のICTの利用は依然として拡大傾向にある。「令和2年通信利用動向調査」（総
務省）2によると、世帯を単位としたスマートフォンの保有割合は調査開始後最高の
86.8%となり、個人のスマートフォン保有割合も69.3%にのぼる。また、ソーシャルネ
ットワーキングサービス（SNS）を利用する人の割合は70.2%と調査開始後初めて7割
を超えた。インターネットの普及を背景に、企業等でのテレワークの導入も拡大傾向
にある（対象者中テレワーク経験のある人は16.2%。前年は6.7%）。 

教育の現場でも ICT の普及は顕著である。「令和 2 年度学校における教育の情報化
の実態等に関する調査結果」（文部科学省）3によると、公立学校（初等中等教育）に
おける教育用コンピュータ 1 台あたりの児童生徒数は 1.4 人である（前年は 4.9 人）。
生徒児童一人に一台の PC という環境がいよいよ実現しつつある。公立学校の普通教
室における無線 LAN 整備率も 78.9%に達し（前年は 48.9%）、コンピュータ及びネッ
トワークの利用環境は急速に進歩している。この背景には、令和元年度補正予算に盛
り込まれた GIGA スクール構想（1 人 1 台端末と高速大容量の通信ネットワークとの
一体的環境整備政策）の実施がある。 

2021年度の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の大規模な流行（以下「コロナ
禍」とする）は、GIGAスクール構想の前倒し実施を後押ししたほか、「学びの保障」
総合対策パッケージのひとつとして「ICT活用によるオンライン学習の確立」が掲げら
れた。これにより、家庭においてICT環境を整備できない子供向けに、PCないしタブ
レット端末およびモバイルルータ等を優先的に配置することなどが実施された4。 

学習院大学の環境としては、2019年度末までに、全ての研究室と一部の教室で無線
LANの利用が可能となっている。無線LAN設備の無い教室であっても、可搬式の貸出
無線LANアクセスポイントを用意することで、学生や教員の無線LAN接続を実現して
いる。学内無線LANは、コンピュータ利用アカウントを有する人が利用可能なものと
なっている。 

2021年度は、2020年度と同じく大規模な流行下の体制であったが、各教室への同時
配信用機材の設置が行われたことにより、対面授業と遠隔授業が組み合わされたハイ
ブリット授業の形態も導入され積極的に利用される環境となったことにより前年度
とは違った相談が寄せられるようになった。 
 
2.2. 支援組織の業務と役割 
学習院内各学校のすべての教職員を対象に、教育、研究、及びそれに付帯する業務

 
2 Retrieved from https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/pdf/HR202000_001.pdf 
3 Retrieved from https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/detail/mext_01635.html 
4 Retrieved from https://www.mext.go.jp/content/20210720-mxt_soseisk01-000016965_1-1.pdf 
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を、ICT機器を用いて円滑に行えるよう支援することを目的に、支援組織では以下のよ
うな業務を担っている。支援組織は教職員のスキルアップを目指しているため、作業
の代行ではなくユーザー・サポートを主眼に業務を遂行している。 

 
・ 教職員のICTスキルの向上 

・ マルチメディア教室の機器管理と、当該機器を用いた教育活動への支援 

・ コンピュータを用いた遠隔授業への支援 

・ 学習院内におけるICT機器利用にまつわるトラブルへの支援 
 
このうち、コンピュータを用いた遠隔授業への支援は、コロナ禍をきっかけに新た

に期待される役割となっている。遠隔授業そのものが最初から支援組織のサポート範
囲として想定されていたわけではない。しかし、遠隔授業はまさにコンピュータやイ
ンターネットを利用した教育であり、コロナ禍による学びの確保という社会的使命に
応えるべく、支援組織が担う業務に加わったものといえる。 

他大学では、マルチメディア機器に関する操作説明、利用相談、保守点検などを、
すべて外部に委託している場合もあるが、これらを学内の組織が担っていることが学
習院の特色である。これには、単に学内の情報機器環境を熟知したスタッフが常駐し
ているということのほか、次のようなメリットがある。 
 

・ 計算機センターとの日常的な情報共有による学習院特有の環境への慣熟 

・ マルチメディア教卓のメンテナンス経験の蓄積による高度な障害対応 

・ 計算機センターとの意思疎通による教職員の要望の迅速なフィードバック 

・ サポート窓口の一元化 5による教職員の負担軽減 

・ 教室・研究室への訪問サポートを含む対応の機動性 
 
支援組織では、事務職員ではなく教員が組織を管理していることも特色である。こ

れは、研究全体を見据えた解決方法を提案できることや、研究者によく使われている
最新のソフトウェア、機器、Webサービスなどの知見が集積されているという点で、
メリットといえる。 

また、教員が組織を管理していることのもうひとつのメリットとして、実際に授業
を行う立場を想定しやすいという点が挙げられる。マルチメディア機器を用いた授業
形態に関する相談や提案などの日常業務はもちろん、設備やシステムの新設や更新に
際しては、ユーザーである教員の立場に寄り添って、関係部門との調整を行うことが
可能となっている。 

 
5 ただし、事務職員用のPC環境（事務計算機室）、G-Port（教務課）、ポートフォリオシステムmanaba（広
報センター）など、各部署の要望により実現している新しいシステムについては各部署での対応が原則と
なっている。研究活動や授業への影響を最小化するため、学内の関連部署（教務課など）との円滑な情報
共有を図っている。 
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LABと戸山キャンパスの２号館サポートセンター内支援組織デスクで、それぞれ受け
付けている。四谷キャンパス（初等科）には原則として水曜日の午後に駐在し、研究
関連の依頼とマルチメディア教室に関連する依頼との双方に対応している。 

 

 
図3-1 年度別依頼件数（支援件数は目白・戸山・四谷キャンパスをすべて含む） 

 

 
図3-2 2021年度受付場所ごとの依頼割合 

 

図3-1は、目白キャンパス、戸山キャンパス、四谷キャンパスにおける年度別の依頼
件数を示しており、図3-2は受付場所ごとの割合を示している。 

2021年度の依頼件数は3,060あり、前年度（2020年度）の2814件と比較して若干の増
加が見られた。支援組織の依頼件数は、学内システムが更新される直前と直後にピー
クを迎える傾向にあるため、更新によって若干件数が増加したと考えられる。2021年
度の依頼件数は総数としては比較的少なめであった。 
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スタッフを各受付場所に分散して配置することによる対応の遅延や品質のばらつ
きを防ぐため、支援組織では情報の即時共有システムを構築し、活用している。各受
付場所に駐在するスタッフは、支援組織独自のデータベース（2.2.参照）や共有ドライ
ブを用いて過去の対応事例を常に参照できる状況にある。 

また、業務用携帯電話やグループウェアを用いた、リアルタイムでの情報共有にも
努めている。内容上複雑な案件や、過去に前例のない案件への対応においては、一つ
の案件に対して全スタッフが情報や知見を集約して、早期解決を目指して業務にあた
っている。結果的に、以前からの情報共有の仕組みがあったことで、コロナ禍におけ
る在宅勤務も実現できた側面があるといえる。 

 
 

4. 2021年度の主な依頼対応 
 
4.1. マルチメディア教室及び授業運営の依頼対応 
支援組織では通常、目白キャンパスにおいては西１号館マルチメディアLABにて、

また戸山キャンパスにおいては２号館マルチメディア教室棟1階のサポートセンター
にて、マルチメディア教室を利用した授業に関する支援を行うとともに、各機器の日
常的なメンテナンスを行っている。 

2021年度は、2020年度からの新型コロナウイルス感染症の影響によるオンライン授
業、完全遠隔授業に関する依頼が多くを占めると考えられていた。しかしながら、2021

年度より一部授業では対面授業が認められたことから、完全遠隔授業に関する対応だ
けではなく、ハイフレックス・同時配信授業に関する対応も多く扱うこととなった7。 

同時配信授業にあたっては、まず、機器の導入を各教室に行った。教室の大きさ、
収容人数の差異によって機器の利用しやすさに変化が生じると考え、各教室とに異な
る機材を収納した。目白キャンパスにおいては、多くの学生を収容できる大・中教室
では、マルチメディア操作卓と同時配信機器をあらかじめ接続した状態にし、教職員
はUSBケーブルと持込のPCを繋ぐだけで、教室備付のマイク、スピーカー、カメラを
利用できるような体制を整えた。また、小教室では、外部マイク・スピーカー及びカ
メラを持込のPCに繋ぐことで、教室の音声・映像を遠隔地にいる学生にも配信できる
ようにした。 

上記の機器は新規の設備機器となるため、配線や接続に慣れていない教職員もいる
と推測し、学外の委託業者（株式会社アンク）及び学部生によるアルバイト（サポー
トチーム）をマルチメディアLABに常駐させ、支援組織内の人員のみでは対応に不足
が出てしまうという事態に備えた。結果的に、同時配信機器に関する支援対応は円滑
に行うことができたと考える。 

これら同時配信機器を教職員が利用しやすくするために、マルチメディアLABでは、

 
7 以下、目白キャンパスにおける事例を示す。 
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これまで以上にPCに外部接続する貸出物品の充実化を図った。また、例年通り、2021

年度においても、貸出PCを18台用意した。これは、2020年度では8台であったものが、
10台増設されているかたちである。この理由としては、上記の通り、同時配信機器を
使用するには持込のPCが必要であるがゆえに、第一にラップトップ型のPCを所持して
いない教職員向けに配備したものである。結果的に、想定よりも多くの教職員が個人
所有のPCを持参したことで、貸出台数に不足が発生するという事態は起こらなかった。 

このような業務に加えて、支援組織では、マルチメディア操作卓及びそれに関連す
る機器のメンテナンスを行っている。2021年度は、例年同様、各長期休暇期間（2021

年8～9月、2022年2～3月）にマルチメディア機器の一斉点検を行った。また、2021年
度末（2022年3月）には、学内コンピュータシステムの更新があり8、学内で使用され
る業者貸与のPCが入れ替わった。結果として、教室に備えつけられているPCも新規貸
与のものに変更された。それに伴い、PCとマルチメディア操作卓の新規配線及び映像・
音声の出力の確認などが保守点検に追加されて行われた。 
 
4.2. 研究及びそれに付帯する業務の依頼対応 

2021年度も2020年度に引き続きLMSのWebClassに関する問い合わせが大きな比重
を占めた。また、それに加えて、年度末には学内コンピュータシステムの更新が行わ
れ、それに付随する業者貸与PCの入れ替えや、ネットワーク関連の接続方法に関する
問い合わせが多くあった。 

まず、WebClassに関する業務では2020年度と比べて基本的な利用方法だけではなく
応用的な利用方法に関する質問が増える傾向にあった。例えば、学生の閲覧時間の分
析や、複数回答可能などの複雑な設問設定を行いたいといった問い合わせといった内
容である。ただ、期末のテストなどで使いたいという問い合わせのようなサーバーへ
の負荷がかかる利用方法は想定されていないため利用をお断りする場面があった。 

学内コンピュータシステムの更新では、古いPCのHDDの完全消去に関する業務や設
置の際の物理的な配線や設定方法に関する依頼が多く発生した。 

 
 

5. マルチメディア機器使用に関するアンケート調査 
 
支援組織では、設立された1999年度から毎年、学習院大学または学習院女子大学で

授業を実施している教員を対象としてアンケート調査を実施してきた。アンケートの
主な調査内容は各種マルチメディア機器の使用状況、授業教材の作成状況、教員から
の要望などであり、支援業務や設備の改善を図ることを目的としている。 
  

 
8 詳しくは、「4.2. 研究及びそれに付帯する業務の依頼対応」を参照。 












































